様式第７

	中小企業信用保険法第２条第５項第７号の規定による認定申請書
　　　　年　　　月　　　日

小浜市長　　松崎　晃治　様

　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　私は、　　　　　　　　　　　　が経営の相当程度の合理化に伴う金融取引の調整を行っていることにより、下記のとおり、借入れの減少が生じ、経営の安定に支障が生じておりますので、中小企業信用保険法第２条第５項第７号の規定に基づき認定されるようお願いします。

記

　１　金融機関からの総借入金残高のうち、　　　　　　からの借入金残高の占める割合
　　　　　％(A/B)
　　Ａ　　　年　　月　　日の　　　　　　からの借入金残高　　　　　　　　　　　　円
　　Ｂ　　　年　　月　　日の金融機関からの総借入金残高　　　　　　　　　　　　　円

　２　　　　　　　からの借入金残高の減少率　　　　　　　　　　％（(D-C)/D×100）
　　Ｃ　　　年　　月　　日の　　　　　　からの借入金残高　　　　　　　　　　　　円
　　Ｄ　　　年　　月　　日（Ｃの前年同期を記入のこと）の　　　　　　からの借入金残高　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　３　金融機関からの総借入金残高の減少率　　　　　　　　　　　％（(F-E)/F×100）
　　Ｅ　　　年　　月　　日の金融機関からの総借入金残高　　　　　　　　　　　　　円
　Ｆ　　　年　　月　　日（Ｅの前年同期を記入のこと）の金融機関からの総借入金残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（留意事項）

①　本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。

　②　市町村長又は特別区長から認定を受けた後、本認定の有効期間内に金融機関又は信用保証協会に対して、経営安定関連保証の申込みを行うことが必要です。

	　　認定第　　　　号

　　　　　　　年　　　月　　　日

　　申請のとおり相違ないことを認定します。
　　＊本認定書の有効期間：認定日から３０日間（　　　　　年　　　月　　　日まで）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　小浜市長　　松　崎　晃　治




（書式例）

委　任　状

　　　年　　月　　日

住　所　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　（　申　請　者　名　）　㊞

私は（　金　融　機　関　名　）を代理人と定め、下記の事項に係る一切の権限を委任いたします。

記

中小企業信用保険法第２条第５項第７号の規定による認定申請

■市内事業者の皆様へ

◆７号について
●認定要件

　・次のすべての項目に該当する者

【１】経済産業大臣の指定を受けた指定金融機関から借入れがあり、指定金融機関からの借入金残高が、金融機関からの総借入金残高の１０％以上あること。

(指定金融機関リストは中小企業庁ＨＰを参照)

http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_7gou.htm
【２】直近の指定金融機関からの借入金残高が前年同期と比較して１０％以上減少していること。
【３】直近の金融機関からの総借入金残高が前年同期と比較して減少していること。

●必要書類

　　・認定申請書　２部（１部：認定書、１部：小浜市控え）

　　・登記事項証明書の写し　１部(個人の場合は事業所所在地が確認できる資料)
　　・直近及び前年同期における借入れのある全金融機関に対する全借入債務の残高証明書の写し等

・法人の場合は、直近の決算書　１部

金融機関別の全借入債務が分かる「借入金及び支払利子内訳書」を必ず添付すること
・個人の場合は、前年の確定申告書（写）　１部

・金融機関が中小企業者の代理で申請手続きを行う場合は、委任状　１部

(委任状は必ず申請者が作成すること)
●認定申請書への記入上の留意点

　・申請書の金融機関の欄（空欄（点線））には、経済産業大臣の指定を受けた金融取引の調整を行っている金融機関の名称を記入してください。
●注意事項

　・直近とは、概ね申請時点から１ヵ月以内をいいます。

（例）平成３０年１月中に申請を行う場合、原則として下記の日付の融資残高証明書が必要となります。

[直近]　　平成２９年１２月３１日

[前年]　　平成２８年１２月３１日
　・保証承諾の対象となるのは事業資金（運転資金・設備資金）をいいます。
　・当該認定に係る借入債務は、金融機関（注１）からの借入れのみが対象となります。（破綻金融機関（注２）からの借入額も対象）。

（注1）中小企業信用保険法施行令第１条の３に規定する金融機関

	銀行・株式会社商工組合中央金庫・株式会社日本政策投資銀行・信用金庫及び信用金庫連合会・労働金庫及び労働金庫連合会・信用協同組合及び信用協同組合連合会・農業協同組合及び農業協同組合連合会・漁業協同組合及び漁業協同組合連合会・農林中央金庫・保険会社・信託会社


（注２）破綻金融機関からの借入れがある場合には、中小企業信用保険法第２条第５項第６号の認定申請を行ってください。

・指定金融機関からの借入金残高は、複数の指定金融機関から借入れがある場合には、その合計額を使用してもかまいません。

　　例えば、指定金融機関Ａからの借入依存度が７％、指定金融機関Ｂが６％の場合、ＡとＢを合算し１３％とします。

・金融機関が代理申請を行う場合、借入金残高等の確認ができないと認められた時には、事業者本人へヒアリングさせていただく場合があります。

●その他

　・市の認定とは別に、金融機関および信用保証協会による金融上の審査があります。

　・市長から認定を受けた後、本認定の有効期間（３０日間）内に、金融機関または信用保証協会に対して、経営安定関連保証の申込みを行うことが必要です。

☆７号認定とは…


　金融機関の支店の削減等による経営の相当程度の合理化により、借入れが減少している中小企業者を支援するための措置です。


　制度の詳細は、�HYPERLINK "http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_7gou.htm"��中小企業庁のホームページ�をご覧ください。








